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インターフェロン医療費助成について

今般、平成 20年度肝炎インターフェロン医療費助成に係る治療受給者
証の交付実績がまとまったところ。全国分の交付件数は、44,731
件であつた。

本助成事業については、年間 10万人の受給者を目指して実施してきた
ところであるが、この目標を大きく下回る結果となもた。

これについては、様々な要因が考えられるが、その 1つに、経済的理由

もあると考えられ、インターフェロン治療が受けられないという方が一

人でも多く治療を受けられるよう、来年度より自己負担額を軽減したい

と考えている。

経済的理由以外にも、受給者が見込みより少なかった原因とtては、開
始初年度の周知不足による影響のほか、

① 多くの方が、自分が肝炎患者であるということを知らないこと、
②  (自分が肝炎であることは知ってはいるが)治療の必要性について
の認識が薄く、通院していないこと、

③  (通院してはいるが)地域の診療体制整備の遅れにより、適切な医
療機関にかかることができていないこと、

④ 医師にインターフェロン治療を勧められているが、副作用の心配や、
多忙であり通院が難しいこと、などから受療しないこと、

などが考えられるところである。

● これについては、引き続き、検査勧奨、検査 口医療体制の整備、肝炎と
いう病気についての普及啓発、副作用の少ない治療法等の研究など、肝炎

対策を総合的に推進し、一人でも多くの患者さんが、適切な治療を受けら

れるよう取組んでいきたい。
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平成20年度肝炎インターフェロン医療費助成

に係る治療受給者証の交付実績について

肝炎インターフェロン医療費助成事業 (肝炎治療特別促進事業)については、
平成 20年 4月 から実施 しているところですが、今般、平成 20年度における治
療受給者証の交付実績を取 りまとめましたので公表いたします。

別添 ・平成20年度肝炎インターフェロン治療受給者証交付申請件数等調
口平成20年度肝炎インターフェロン治療受給者証交付件数調 (階層区分別)

<ポイント>

1.交付件数について
全国分の交付件数 (年間)

2.階層区分別の交付件数割合について
(1)A階層 (自己負担限度月額 1万円)
(2)B階層 (  同  上  3万 円)
(3)C階層 (  同  上  5万 円)

44,731件

48. 3%
33. 3%
18.4%
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|けた者の数を表している。
したがって、この数には、平成21年度から公費負担医療を受けている者 (=有効期間の始期が平成21年 4月 以降の者)も含まれている。

※「平成20年度受給者証交付件数」欄の件数は、平成20年度から公費負担医療を受けている者 (=有効期間の始期が平成20年度内)の数を表している。
したがつて、この数には、平成21年度に入つてから受綸者証を交付された者も含まれている。



平成20年度肝炎インターフエロン治療受給者証交付件数調(階層区分別)
平 成 21年 10月 14日
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皆 層 区 分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計

A

交付件数 619 11882 3,084 3,106 2.094 2,022 1,686 1=546 1,279 11158 1,246 1,304 21,026

シ ェ ア 45.28 45.27 48.87 49.24 48.06 50.55 47.60 49.74 49,08 48.07 46.34 48.62 48,30

B

交付件数 482 1=460 2,199 2.085 1,414 1,282 1,165 991 797 920 888 14=498

シ ェ ア 35.26 35.12 34.84 33.05 32.45 32.05 32.89 31.89 31.27 33.08 34.21 33.11 33.30

C

交付 件数 266 815 1,028 1.117 849 696 ６
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454 523 490 8,012

シ ェ ア 19.46 19,61 16.29 17.71 19,49 17.40 19,51 18,37 19,65 18.85 19。45 18.27 18.40

(注)階層区分 (国制度)は、それぞれ以下のとおり。
1.Aは、世帯当たり市町村民税 (所得割)課税年額が65,000円未満の者で、自己負担限度額 (月額)は 10,000円。

2.Bは、世帯当たり市町村民税(所得割)課税年額65,000円以上235,000円未満の者で、自己負担限度額 (月額)は 30,000円 。
3.Cは、世帯当たり市町村民税 (所得割)課税年額235,000円 以上の者で、自己負担限度額 (月 額)は 50,000円 。



(参考) 肝炎治療特別促進事業について

国内最大の感染症であるB型・C型ウイルス性肝炎は、
―フェロン治療が奏効すれば肝硬変、肝がんといったよL

ることが可能な疾病である。
しかし、当該治療にかかる医療費が高額 (自己負担年額 約80
万円/月額約7万円)※であるため、早期治療の推進の観点か
ら、インターフェロン治療への医療費助成を行うものとする。

※ C型肝炎で、標準的な治療 (ペグインターフェ

ロンとリバビリンを48週投与)を受けた場合
(自己負担割合 3割の場合)のおおまかな試算

日間■ Eョ 都道府県

函國旧旧 B型肝炎、C型肝炎の根治を目的として行うインターフェロン
治療 (保険適用の範囲内とする)

階層
(全対象者に対して
占める割合 (見込み))

世帯当たりの
市町村民税課税年額

自己負担限度額
(月 当たり)

A階層
(50%)

B階層
(30%)

65,000円未満

65,000円以上

～235,000円未満

1万円

3万円

5万円
C階層
(20%)

235,000円 以上
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1年間に 10万人が助成を受けることを目指す

7年間 (平成20年度～平成26年度)
3年後 (平成 23年度)に見直し

年間約 256億 円 (7年間で約1,800億円)

平成 21年度分約 129億 円を計上
(医療費 約128億円十事務費 約1億円)


